
身体障害者標識 聴覚障害者標識

施に当たり、試験問題の漢字に振り仮名を付
けるなどの対応をしている。

（４）盲導犬のハーネスの形状の柔軟化

平成２２年１２月、盲導犬使用者にかかる負担
の軽減及び利便性の向上を図るため、「道路
交通法施行規則」の一部を改正し、現行の
ハーネスの取手部に、盲導犬使用者の身体機
能や使用状況に応じて、長さの調整等ができ
る機能も含めた「把持する部分」を取り付け
ることができることとした。

６．防災、防犯対策の推進

（１）防災対策

ア 防災対策の基本的な方針
平成１６年に発生した一連の風水害等の教訓
を踏まえ、高齢者や障害のある人等の災害時
要援護者に配慮した避難場所における施設・
設備の整備等の規定について、平成１７年７月

に防災基本計画に追加した。さらに、東日本
大震災の教訓を踏まえ、災害時要援護者を適
切に避難誘導・安否確認するため、平常時か
らの災害時要援護者に関する情報の把握・共
有の規定について、平成２３年１２月に防災基本
計画に追加した。また、東海地震、東南海・
南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震、首都直下地震については、予防から応
急、復旧・復興までの対策のマスタープラン
である「地震対策大綱」、定量的な減災目標
と具体的な実現方法を定める「地震防災戦
略」、地震発生時の各省庁の具体の役割や応
援規模等を定める「応急対策活動要領」を、
中部圏・近畿圏直下地震については「地震対
策大綱」をそれぞれ同会議において決定して
おり、これらの中でも、高齢者や障害のある
人、外国人等の災害時要援護者への対策とし
て、情報提供や避難の支援、避難生活の運営
等災害応急対策のあらゆる面で必要となる対
策等について規定している。
また、平成２４年度当初予算において、「避
難における総合的対策の推進経費」として約
４，５００万円を計上し、災害時要援護者などを
対象に実態調査を行い、災害時要援護者の避
難支援ガイドラインの見直しなど、課題の解
決のための検討を行うこととしている。

イ 災害時要援護者対策等の推進
地方公共団体が、障害のある人等の災害時
要援護者にも配慮した、避難地、避難路等の
整備を計画的、積極的に行えるよう、防災基
盤整備事業等により支援し、地方債の元利償
還金の一部について交付税措置を行ってい
る。また、地域防災計画上社会福祉施設など
災害時要援護者等の避難所となる公共・公用
施設のうち、耐震改修を進める必要がある施
設についても公共施設等耐震化事業により支
援し、地方債の元利償還金の一部について交
付税措置を行っている。

種類 基数

高齢者等感応信号機 ６，５３９基

歩行者感応信号機 １，３０３基

視覚障害者用付加装置 １７，４８６基

音響式歩行者誘導付加装置 ２，６９０基

歩行者支援装置 ６５１基

■図表１―９３ バリアフリー対応型信号機の
設置状況（平成２２年度末現在）

資料：警察庁
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防災基盤整備事業の一つとして「災害時要
援護者緊急通報システム」の普及に努めると
ともに、災害時要援護者が入所する施設にお
ける避難対策の強化等の防火管理の充実につ
いて消防機関に周知している。
地域や企業等における各種防災訓練の際
に、災害時要援護者を重点とした避難誘導訓
練を実施し、防災意識の高揚を図っている。
各都道府県警察においては、障害のある人
が入所する施設等への巡回連絡、ミニ広報紙
の配布、FAXネットワーク（交番等に設置
されているFAXと障害者団体、障害のある
人の自宅等のFAXを利用して情報交換を行
うもの）の活用等による障害のある人の防災
に関する知識の普及等障害のある人に対する
支援体制の整備促進に努めている。
災害時においては、建物の崩壊、道路の損
壊等による交通の混乱が予想されることか
ら、光ビーコン、交通情報板等の整備を推進
し、災害時に障害のある人等を救援するため
の緊急通行車両等の通行を確保するととも
に、災害時の停電による信号機の機能停止に
備え、自動起動型信号機電源付加装置の整備
を推進し、障害のある人等の安全な避難を確
保するよう努めている。

ウ 災害時要援護者関連施設等への対策
災害時要援護者対策を推進するには、ま
ず、地域における災害時要援護者の状況を的
確に把握した上で、社会福祉施設など災害時
要援護者が入所している施設自らの対策を促
進するための情報提供等を行う必要がある。
また、「災害時要援護者避難支援プラン作
成の促進について」（平成１８年４月１２日付総
務省消防庁通知）等を踏まえ、「災害時要援
護者の避難支援ガイドライン」（１８年３月改
訂災害時要援護者の避難対策に関する検討
会）及び「避難勧告等の判断・伝達マニュア
ル作成ガイドライン」（１７年３月集中豪雨時

等における情報伝達及び高齢者等の避難支援
に関する検討会）を参考に、災害時要援護者
や災害時要援護者関連施設への防災情報の伝
達体制を整備し、入所者等の避難・救出・安
否確認などの警戒避難体制の具体化を促進す
るとともに、被災した場合の防災関係機関へ
の迅速な通報体制の整備及び避難先における
入所者等の生活確保体制の整備を促進する必
要がある。同時に、消防職団員や災害時要援
護者施設の職員、自主防災組織等が中心と
なって、地域の実情に応じた支援体制をつく
ることが必要である。
なお、災害時要援護者関連施設における土
砂災害対策については、砂防関係施設等によ
る保全対策を重点的に進めるとともに、「災
害弱者関連施設に係る総合的な土砂災害対策
の実施について」（平成１１年１月２９日付関係
５省庁共同通知）を踏まえ、全国の地方公共
団体に対し、立地条件の把握、施設周辺のパ
トロール体制の確認等を要請しているほか、
施設への平常時、緊急時における適切な情報
提供、的確な避難誘導体制等の再点検を行
い、警戒避難体制等の防災体制の整備に努め
ること及び消防団、自主防災組織、近隣居住
者等との連携協力のもと、迅速かつ適切な避
難誘導ができる体制の構築に努めることを要
請している。さらに、山地災害危険地区等の
うち病院、社会福祉施設等の災害時要援護者
関連施設が隣接している箇所において計画的
な治山対策の推進を図っている。
また、災害時要援護者の安全かつ迅速な避
難が可能となるように、防災情報システム等
の整備強化を図ることに加え、洪水、津波、
高潮、土砂災害等が発生した場合に備え、過
去の災害や危険箇所、情報入手方法、避難場
所、避難経路等を具体的に示したハザード
マップ等によるきめ細かな情報の提供を推進
し、防災意識の高揚に努めている。
土砂災害により建築物に損壊が生じ、住民
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に著しい危害が生じるおそれのある区域（土
砂災害特別警戒区域）において、災害時要援
護者関連施設等の開発行為を行う場合につい
ては、許可制とすることなどを内容とする
「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律」（以下「土砂災害
防止法」という。）が平成１３年４月より施行
され、現在、基礎調査を重点的に実施するこ
とにより、土砂災害警戒区域等の指定を推進
している。また、１７年７月には、「土砂災害
防止法」の一部改正により、土砂災害警戒区
域内に市町村地域防災計画に位置づけられた
災害時要援護者関連施設がある場合は、円滑
な警戒避難が行われるよう、土砂災害に関す
る情報、予報及び警報の伝達方法を定めるこ
とを規定するなど、災害時要援護者関連施設
の防災力強化を図っている。
平成１７年１０月には、災害時要援護者への避
難時の対応として、都道府県に対して、市町
村が避難準備情報を発出するための客観的基
準が地域防災計画に定められるよう技術的支
援を行うことや、災害時要援護者の避難行動
の支援に当たっては、福祉部門との十分な連
携を図ることなどの助言を行っている。
さらに、土砂災害防止対策基本指針（「土
砂災害防止法」に基づき土砂災害の防止のた
めの対策の推進に関する基本的な方向を示す
ものとして、平成１３年７月に国土交通大臣が
定めた指針）を１８年９月に変更し、災害時要
援護者の避難支援体制の強化を図るととも
に、１９年４月には、「土砂災害警戒避難ガイ
ドライン（国土交通省砂防部）」を、２１年９
月には、「土砂災害警戒避難事例集（国土交
通省砂防部）」を都道府県に通知し、災害時
要援護者の避難支援について、市町村の警戒
避難体制の整備を支援している。また、土砂
災害のおそれのある災害時要援護者関連施設
が立地する箇所について、都道府県の関係部
局等の連携強化を図り、土砂災害のおそれの

ある箇所や施設に関する情報の共有や施設管
理者への警戒避難に関する情報の提供、防災
訓練の実施、施設の新規立地抑制等の対策を
推進している。
なお、平成１７年には「水防法」が改正され、
水災時における災害時要援護者の円滑かつ迅
速な避難を確保するために、市町村地域防災
計画に位置づけられた浸水想定区域内の災害
時要援護者関連施設にあっては、洪水予報等
の伝達方法を定めることを規定するなど、水
災防止体制の強化を図っている。

エ 水害対策
洪水被害を防止又は軽減することを目的に
河川改修等を行う治水対策、過去の高潮・津
波等による災害発生の状況等を勘案した海岸
保全施設整備を積極的に推進することとして
いる。浸水被害は被災後従前の生活に戻るま
でに多大な労力を要し、障害のある人にとっ
て日常生活に著しい負担をもたらすものであ
るため、そうした被害に対しては、床上浸水
対策特別緊急事業など早期に対策を講じる
ハード整備を着実に推進するとともに、ハ
ザードマップなどの円滑かつ迅速な避難を支
援するソフト対策を一体的に行っている。
また、雨量・水位等の河川情報を地方公共
団体をはじめ地域住民に迅速かつ的確に伝達
するため、インターネット等によりリアルタ
イムで情報提供しており、特に雨量・水位が
一定量を超えるなどの緊急時においては、迅
速な水防活動を実施するために、警報等で危
険を知らせている。また、地方公共団体の防
災活動や国民の警戒避難行動等を支援し、土
砂災害から人命を守るため、気象庁及び都道
府県が共同して、土砂災害警戒情報の提供を
行っている。渇水時においても情報提供を推
進しており、全国のダムの貯水状況、取水制
限、給水制限を受けている市町村に関する情
報等の提供を行っている。これらの情報を
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NHK等報道機関に情報提供する体制の整備
も併せて進めている。

オ 防火安全対策
全国の消防機関等では、春、秋の全国火災
予防運動を通じて「小規模雑居ビルにおける
防火安全対策の徹底」等を重点目標として取
り組んでおり、小規模雑居ビルの扉、階段、
通路等に物件を置かないことの徹底、警報設
備、避難設備の維持管理の徹底、放火防止対
策の推進、並びに違反是正の取組みの強化
等、必要な防火安全対策の徹底を図ってい
る。
また、平成２２年度より、障害者が安心して
生活を営み、社会参加することができるよ
う、火災に対する安全性を効果的に確保する
ため、ユニバーサルデザイン等の観点を取り
入れた消防用設備・機器等の導入・普及方策
等の検討を進めている。
平成２３年度から２４年度にかけては、聴覚障
害者のいる生活保護受給世帯に対して光など
で火災を知らせる住宅用火災警報器を無料で
設置する事業を行っており、聴覚障害者対応
型住宅用火災警報器の普及支援を行ってい
る。

カ 東日本大震災への障害のある人たちへの
主な緊急支援
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災
に伴い、被災地、被災者に対して講じられて
いる施策のうち、障害のある人への支援の一
環として実施されているものとして、主に次
のような施策がある（平成２４年３月現在）。
厚生労働省は、障害のある人や障害福祉
サービスの提供を行う事業者に対し、以下の
ような利用者負担の減免や障害福祉サービス
に係る措置を弾力的に行うよう通知等を行っ
た。

① 利用者への対応について
・ 震災後に利用者の受けている支給決定の
有効期間が切れていたとしても、障害福祉
サービスを提供できることとした。また、
特定非常災害の被害者の権利利益の保全等
を図るための特別措置に関する法律によ
り、支給決定の有効期間が平成２３年３月１１
日から同年８月３０日までに切れる場合は、
これを延長することとした。
・ さらに、利用者が受給者証を持っていな
くても、障害福祉サービスを提供できるこ
ととした。
・ 震災等により利用者負担の支払が困難な
方については、利用者負担の徴収の猶予や
減免を行うことができることとした。ま
た、補装具費の取扱いについても同様の取
扱いとした。

② 障害福祉サービスの提供について
・ 被災者等を受け入れたときなどに、一時
的に、定員を超える場合を含め人員配置基
準や施設設備基準を満たさない場合も報酬
の減額等を行わないこととした。
・ また、やむを得ない理由により、利用者
の避難先等において、安否確認や相談支援
等のできる限りの支援の提供を行った場合
は、これまでの障害福祉サービスとして報
酬の対象とすることとした。
・ 避難所においてホームヘルプサービスを
提供した場合も報酬の対象とすることとし
た。
・ さらに、利用者とともに仮設の施設や他
の施設等に避難し、そこにおいて障害福祉
サービスを提供した場合も報酬の対象とす
ることとした。

③ 介護職員等の派遣、避難者の受入等
・ 各事業所等において、介護職員等が不足
している場合には、国や県などの調整を受
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けて、別の事業所等より介護職員等の派遣
を行った。
・ また、被災等により利用者の避難が必要
である場合には、国や県等において調整を
行い、受入先を確保した。

④ 被災地における障害福祉サービス等の再
開支援について

・ 震災を受け被災した障害者支援施設等の
復旧事業や事業再開に要する経費に関する
国庫補助事業を実施し、復旧支援を行っ
た。
・ 甚大な被害を受けた被災地の障害福祉
サービス事業所が復興期においても安定し
たサービス提供を行うことができるよう、
被災県ごとに支援拠点を設置し、
ア 障害者就労支援事業所による流通経路の
再建や販路確保・拡大等の支援

イ 障害者自立支援法、児童福祉法による新
体系サービスへの移行支援

ウ 発達障害児・者のニーズに応じたサービ
ス提供等のための助言・指導

エ 居宅介護事業所等の事業再開に向けた整
備の補助

などに取り組むための予算措置を行った。
また、心のケアについては、災害救助法に
基づき、精神科医、看護師、精神保健福祉士
等４、５人程度で構成される「心のケアチー
ム」が、市町村の保健師と連携を取りながら
避難所の巡回等を行った。
被災者の生活の場が仮設住宅や自宅に移る
中で、PTSDの症状が長期化したり、うつ病
や不安障害の方が増加したりすることが考え
られることから、平成２３年度第３次補正予算
により、岩手、宮城、福島の各県に「心のケ
アセンター」を設置し、長期継続的に心のケ
アを行う看護師、精神保健福祉士、臨床心理
士等の専門職が、心のケアの必要な方の仮設
住宅や自宅への訪問支援等を実施している。

一方、就労支援としては、平成２３年３月末
にハローワークに「震災特別相談窓口」を設
置し、被災者全般に対する職業相談等を実施
している。また、これに加え、同年４月から
地域障害者職業センターに「特別相談窓口」
を設置し、ジョブコーチ支援や出張カウンセ
リング等のきめ細かな支援を実施している。
さらに、同年５月からは、ハローワークによ
る避難所等への出張相談において就労ニーズ
を把握した場合、地域障害者職業センターが
訪問相談を実施している。
文部科学省では、障害のある幼児児童生徒
も含め、幼児児童生徒の教育機会確保のた
め、各都道府県教育委員会等に対し、被災幼
児児童生徒の学校への受入れ、就学援助等を
弾力的に取り扱うよう要請をするとともに、
義務教育諸学校における教科書の無償給与の
弾力的な取扱いについて周知した。
さらに、平成２３年度第１次補正予算におい
て、震災により就学等困難となった特別支援
学校及び特別支援学級等の幼児児童生徒に対
し就学支援を行うための経費や、障害のある
幼児児童生徒も含め、被災した幼児児童生徒
等の心のケアの充実を図るため、スクールカ
ウンセラー等を緊急派遣する経費に加え、平
成２３年度第３次補正予算において、特別支援
学校における学習活動の充実を図る外部専門
家の活用のための経費を措置したところであ
り、障害のある幼児児童生徒の就学支援の確
保を図っている。
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所
は、「震災後の子どもたちを支える教師のた
めのハンドブック～発達障害のある子どもへ
の対応を中心に～」を作成し、ホームページ
に掲載するとともに、関係機関に配布した。
（http ://www.nise.go. jp/cms/６，３７５８，５３．
html）
文部科学省及び厚生労働省では、被災した
障害のある幼児児童生徒の状況把握及び支
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援、教育委員会、学校等が支援を必要とする
幼児児童生徒を把握した場合に保護者の意向
を確認した上で市町村障害児福祉主管課に連
絡するなどの教育と福祉との連携、障害児支
援に関する相談窓口等の周知について、各都
道府県教育委員会、障害児福祉主管課に対し
要請している。
なお、内閣府では、障害者施策ホームペー
ジにおいて、障害のある人への情報提供ペー
ジへのリンクが容易になるように東日本大震
災関連情報のコーナーを設けている。

（２）防犯対策

ア 警察へのアクセス
障害のある人は、防犯に関する通常のニー
ズを満たすのに特別の困難を有しており、ま
た、犯罪や事故の被害に遭う危険性が高く、
不安感も強いことから、障害のある人の気持
ちに配慮した各種施策の推進に努めている。
障害のある人が警察へアクセスする際の困
難を取り除くための対策としては、FAXに
よる緊急通報の受理（FAX１１０番）及びEメー
ルによる緊急通報の受理（メール１１０番）を
全都道府県警察において導入していること、
FAXネットワークの構築等による障害のあ
る人への情報提供に努めていること、交番等
の玄関前にスロープを設けるなど交番等にお
ける障害のある人の利用に配慮した施策を推
進していることなどが挙げられる。

イ 犯罪・事故被害の防止
障害のある人が犯罪や事故の被害に遭うこ
との不安感を除くための対策としては、パト
ロールや巡回連絡を通じて、障害のある人の
相談や警察に対する要望に応じるとともに、
身近な犯罪や事故の発生状況、防犯上のノウ
ハウ等の安全確保に必要な情報の提供に努め
ていることなどが挙げられる。
また、警察では、住宅等に対する侵入犯罪

対策として大きな効果が期待できる建物部品
を掲載している「防犯性能の高い建物部品目
録」の公表及び普及を図るほか、（公社）日
本防犯設備協会に対して、障害のある人を対
象とした安全で信頼性の高い防犯システムの
普及に努めるよう指導しており、同協会では
ホームセキュリティガイドの中で障害のある
人に対応した機器を紹介する等の活動を行っ
ている。

第
５
章
住
み
よ
い
環
境
の
基
盤
づ
く
り

201


